
「2021 年版中小企業白書」（中小企業庁ホームページ　https:/ /www .chusho.meti. go.jp/pamf let /hakusyo/index. ht ml ）をもとに姫路商工会議所事務局作成

中小企業庁がとりまとめた「2021年版中小企業白書」において、兵庫ベンダ工業株式会社様による取り組みが掲載
されました。同社の働き方改革に向けた取り組みをご紹介します。

事例2‐2‐3：兵庫ベ ンダ工業株式会社
全社的なテ レワークの推進に取り 組み、
社内の声に耳を傾 け ることで、働き方改革を実現した企業

　兵庫県姫路市の兵庫ベンダ工業株式会社は、建材の曲げ加
工から組立てまでを手掛ける企業である。本社の事務職は女
性が多く、2013年頃から介護のための休職や、子育てのた
めの時短勤務の要望が目立つようになった。子育てをしなが
ら共働きをする従業員が「長く・安心して働ける」職場環境
を整備し、姫路市以外からも優秀な人材を確保することや、
将来的な介護離職の防止を目的にテレワークの導入を進めよ
うと考えた。2014年時点では、東京や大阪などに常駐する
従業員や、出張や外回りのためにほとんど社外にいる従業員
ら4名のみ、試験的にテレワークを活用していたが、同年12
月から同様の勤務形態を事務職全員が選べるようにした。し
かし、導入当初は、出社している従業員とテレワーカーとの
負担の違いがあり、工場勤務者にはテレワークという考えが
伝わりにくく、現場との温度差を解消する必要があった。

　本丸明子社長は、この温度差を解消するために、情報・状
況の共有、相互の連絡が大事であると考えた。全社的なテレ
ワークの推進に向けて、まずMicrosof t365の予定表共有や
チャット機能、社内ネット掲示板を導入し、部署内のスケ
ジュール管理やコミュニケーション、情報共有の円滑化を推
奨した。当初は使用を避ける従業員も多かったが、業務効率
化のメリットが次第に伝わっていき、導入から半年後には自

然と本社スタッフ全員が使うようになった。工場で勤務する
従業員に対しては、3名の工場長を中心にデジタル化による
業務効率化のメリットを本丸社長から丁寧に説明していった
ことで、 「いつでも・どこでも」 仕事ができるという考え方が
1年後には社内全体に浸透していった。他方で、文書の電子
化なども進めたが、業種柄、取引先によっては押印やF A Xの
文化が根強く、紙の図面の持込みもあることから、出社して
業務に対応せざるを得ない従業員から不満の声も上がった。
そこで、F A Xや持込み図面については担当者を決めず、臨機
応変に対応するよう社内のルールを変更したところ、不満は
解消され、自然と社内で協力し合うようになっていった。こ
れらの取組の結果、場所に縛られない働き方が浸透し、事務
職からの休職や時短勤務の要請は無くなり、また、優秀な人
材の確保に大きな効果があった。I Tや映像などの専門人材、
法務、広報、産学官連携担当は東京、大阪、神戸といった各
地で仕事をしており、勤務地の限定がない従業員は、2021
年2月現在で7名に増加した。

　感染症流行下においても、既にテレワークとフレックスタ
イム制が根付いていた同社は、テレワークと時差交代制出勤
を組み合わせた勤務体制へ速やかに移行し、業務を遂行でき
た。「現在は感染症による影響でテレワークの重要性が唱えら
れている、大事なのは「皆が安心して安全に働ける環境」を
築くこと。これからも社員の声に耳を傾け、安心・安全な職
場づくりにまい進していきたい。」と本丸社長は語る。
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・所 在 地：兵庫県姫路市網干区
　　　　　　浜田1555番地16
・従業員数：48名
・資 本 金：1,000万円
・事業内容：金属製品製造業

場所を選ばない働き方を推奨 建材の加工現場本社事務従業員

介護や子育てのための
休職や時短勤務の要望が増え始める

社内の温度差を解消し、「いつでも・どこでも」
仕事ができるという考え方が浸透

感染症流行下でも速やかに柔軟な勤務態勢に移行


